
業界の動向

１．ベトナムの経済概要
───
　ベトナムは南北に長い国土を持ち（1,600㎞
× 600㎞）、63 の省と５つの中央都直轄市から

なり面積は 33 万㎢である。人口は 9,170 万人、
平均年齢 27 歳、識字率 94.8% と ASEAN10 ヶ
国の内タイ、マレーシア、インドネシア、シンガ
ポールに次ぐ将来性をもつ国のひとつである。

２．ベトナムの投資環境
───
　政治は社会主義共和国、言語はベトナム
語、南部は熱帯、北部は亜熱帯で、歴史として

1945 年フランスから独立（南北分裂）、75 年ベ
トナム戦争終結（南北統一）、86 年ドイモイ政
策（共産政治を維持しつつ開放経済政策へ転
換）、92 年日本政府がODA（政府開発援助を

図　ASEAN10 ヶ国のロケーション（アセアンセンター WEB より）
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再開）、94 年米国経済制裁解除、2007 年WTO
加盟という経過を経て今日に至っている。
　経済指標はGDP（国内総生産）1,905 億 USD、
一人当たりのGDPは 2,171USD、経済成長率 6.4%
（2008 ～12 年平均）、CPI（消費者物価上昇率）
0.6% と投資環境の整備が整いつつある。
　交通インフラは道路、空港、港湾の整備が進
み、2020 年にはホーチーミン市の地下鉄１号
線が日本のODAで工事を計画している。また、
ハノイとホーチーミンを結ぶ南北統一鉄道の高
速化が計画されている。また、ハードインフラ
の進展として、ダナンからカンボジアを経由し

てミャンマーのモーラミャインへ通ずる東西経
済回廊とホーチミンからプノンペン・バンコッ
クを経由してミャンマーのダウエー港へ通ずる
南北経済回廊が完成しつつある。（メコン川を
横断するための第二メコン国際橋を中国が、つ
ばさ橋を日本の経済援助でそれぞれ完成してお
り、フェリーによる横断より格段に時間短縮が
なされた。）
　日系企業の法人数は 2,500 程度で、品目別に
みると、電話・部品、繊維・織物、コンピュー
タ・電子部品、各種履物、水産物、原油が上位
を占める。

　日本企業の投資分野として、
　①�和食ブームに乗った食品・飲食（ホーチミン
市内には日本食の料理屋が集まっている。）

　②�安全・安心を旗印とした高付加価値化のた
めの農業政策の改革（健康志向の進展）

　③ �TPP で貿易・投資が拡大している縫製・
履物（安価で勤勉な労働力を備える。）

　④ �ASEAN 市場との連携で自動車・電機・
電子部品の裾野産業（巨大市場の中での役
割分担が進む。）

　⑤�インフラ、小売・流通、環境技術（空港・

道路・港湾と流通網の整備、環境への配慮
に政策が向いている。）

　などが上げられる。
　国別の海外直接投資額（FDI）の比較では、
韓国、日本、シンガポール、台湾、イギリス、
香港、マレーシア、米国、中国などが名を連ね
ている。日本からの業種別分類では、加工製造
業、不動産、建設、小売・卸売、情報通信、ロ
ジスティクスなどがあり、農林水産業は第９位
にランクされている。

（単位：億米ドル）表　ベトナム輸出品のトップ 10
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３．ベトナム北部に位置するハナム省
の投資環境

───
　JICAからの円借款による事業化を推進して、

自動車部品、農業の高度化に力点をおいており、
工業団地周辺の基礎インフラ整備、電力、給・
排水、農業・食品団地へのアクセスのための道
路整備が進んでいる。

４．ベトナムの農業・食品産業
───
　農業はGDPの約 22%を占める重要な産業の
一つである。地方において雇用提供の役割を果
たし、全産業の労働力の 60% を占めると言わ
れている。今後必要とされる技術として生産性、
収穫、貯蔵、加工に力点が置かれる。約 40,000
農家を抱えその 82％以上が中小規模だが、年
率９～ 10%の伸びを示している。
　主要産品として米、コーヒー、茶、豚肉、水
産物などがあり、ビール・ソフトドリンクに代
表される飲料分野、若年層をターゲットとした
製菓産業、そして利便性を売りとする即席麺が
御三家である。
　

写真　ハナム省高度農業エリア（右：稲の灌漑設備）

ベトナムビール“ラルー”
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５．むすび
───
　ベトナムは、人口 9,170 万人、平均年齢 27 歳、
識字率 94.8% で南北に長い国土（1,600㎞× 600
㎞）を持ち、経済成長率が 6.7% で一人当たり
のGDP:US$2,171、道路、港湾、空港、工業団地・
経済区が整備されている。そして、東西・南北
経済回廊のハードインフラが進み、投資国とし
て韓国、日本、シンガポールなど 112 ヶ国があ
げられ、日本からの業種別投資として加工製造

業、サービス業、情報通信などがある。
　また、TPP,�AEC,�FTAによる効果として農
産物、食品、飲料、観光、教育・訓練、ロジス
ティクスなどのサービス業の投資が進み、優先
発展業種として、電気・電子、農業機械、水産
加工、造船、環境及び省エネ、自動車・部品の
６業種が上げられている。
　安価な労働力、勤勉な国民性、器用な素質を
持ち今後が期待される国である。
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�＜本誌の「業界の動向」の執筆担当技術士が所属する食品産業関連技術懇話会のご紹介＞

　当会は、公益社団法人�日本技術士会傘下の登録グループとして農業・生物工学・水産・

経営工学、機械部門などの技術士およそ 20名からなる活動グループで、農林水産省をはじ

めとする諸官庁、独立行政法人、公益法人等との定期的或いは不定期の会合を行って、食品

産業に関する適時的な情報交換・意見交換を行い、また必要に応じて、政策立案への提言な

どを行う活動もしております。
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